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殿

り、別紙のとおり

令和7年6月26日

公益目的支出計画実施報告書等の提出について

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定

法人の名称
一般財団法人蛋白質研究奨励会

代表者の氏名 長谷　俊治

内閣総理大臣

石破　茂

の公益目的支出計画実施報告書等を提出いたします。

等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１２７条第３項の規定によ

令和 6 年度（ 令和6年4月1日 から 令和7年3月31日 まで）
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有

31 日

事業の概要
ペプチド・蛋白質等に関する学術研究を奨励援助することを目的に研究費の助成、奨学金の交
付を行っている。また、情報収集とデータベースの提供により国内外の研究者に対し研究支援
を行っている。

代表者の氏名 長谷　俊治

事業年度 4 月 1 日～ 3 月

住所
郵便番号 都道府県名 市区町村丁番地等

ホームページアドレス https://www.prf.or.jp/

代表電話番号 072-729-4155 内線 FAX番号 072-729-4165

代表電子メールアドレス misoyama@prf.or.jp, hase@prf.or.jp

ホームページの有無

補足住所

562-0015 大阪府 箕面市稲４丁目１番２号

フリガナ イッパンザイダンホウジンタンパクシツケンキュウショウレイカイ

法人の名称 一般財団法人蛋白質研究奨励会

主たる事務所の住所及び連絡先

１．基本情報

【別紙１：法人の基本情報】

法人コード A010958

2



２．公益目的支出計画実施報告書

円

継続事業１（研究助成事業）では、直接の助成額が減となった。継続事業２（研究支援事業）においては、JSTの委託研究事業を継
続しているため、委託研究費収入が増加した。一方、専任の研究員の雇用のため人件費等の支出も増加した。以上の結果、公益
目的支出差額は、全体としてほぼ計画通り推移した。

まで）の概要】令和7年3月31日から

302,802,591 円

令和 6 年度（【

円

39,626,801

19,023,100

４．２の欄に記載した額が計画に記載した見込み額と異なる場合、その概要及び理由注

656,052,312 円

円

円

353,249,721

①前事業年度末日の公益目的収支差額 282,198,890

円

円

656,052,312

267,254,000

31,418,000

10,860,000

令和6年4月1日

円

計画

656,052,312

19,023,100

39,626,801

実績

円

計画

円

円

円

656,052,312

226,138,000

31,418,000

計画

円

302,802,591

円

円

円 円

282,198,890

39,741,768

円

円

円

公益目的収支差額

円

【別紙２：公益目的支出計画実施報告書】

円

公益目的支出の額

実施事業収入の額

公益目的財産残額 429,914,312

656,052,312

翌事業年度

③当該事業年度の実施事業収入の額

23,694,200

円

円

円

246,696,000

31,418,000

10,860,000

１．公益目的財産額

２．当該事業年度の公益目的収支差額（①＋②－③）

②当該事業年度の公益目的支出の額

公益目的財産額

※前事業年度及び当該事業年度の計画及び実績の額、翌事業年度の計画の額を記載してください。

円373,853,422 353,249,721409,356,312

10,860,000 円

３．当該事業年度末日の公益目的財産残額

注：詳細は、別紙様式に個別の実施事業等ごとに記載してください。

656,052,312

円

円 388,798,312円

実績

当該事業年度

【公益目的支出計画の状況】

令和27年3月31日
公益目的支出計画の
完了予定事業年度の末日

前事業年度

①．計画上の完了見込み

②．①より早まる見込みの場合
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「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」の備考欄に記載した多額の借入や施設の更新、高額財産の取得・処分等の活動を実施し
た場合は、公益目的支出計画に与えた影響を記載してください。また、「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」の備考欄に記載し
たもののうち、計画内容に変更があった場合に、変更の内容、その理由及び公益目的支出計画に対する影響を記載してください。
また、「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」の備考欄に記載したもの以外で、法人全体の財務に大きな影響を与える活動を新た
に予定する場合は、その内容、理由及び公益目的支出計画に対する影響を記載してください。なお特に記載すべき内容がない場合はその旨
記載してください。

注2：

注1： その他の主要な事業として、「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」に記載した事業のうち、その事業の内容や実施方法に変更が
あった場合に、事業番号、変更の内容、その理由及び公益目的支出計画の実施に対する影響を記載してください。
また、新たにその他の主要な事業を開始した場合は、その旨、当該事業の概要及び公益目的支出計画の実施に対する影響を記載してくださ
い。なお特に記載すべき内容がない場合はその旨記入してください。

実施内容（計画の変更内容）及び公益目的支出計画の実施に対する影響等注２

特に記載すべき資産の取得、処分、借入などはない。

変更の内容及び公益目的支出計画の実施に対する影響等注１

(1) その他の主要な事業について

別表Ａ〔公益目的支出計画実施報告書〕

【公益目的支出計画実施期間中の収支の見込みについて】

その他の主要な事業の実施内容に変更はない。

(2) 資産の取得や処分、借入について
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円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円0

0

0

事業

区分 番号

別表Ｂ〔公益目的支出計画実施報告書〕

【引当金等の明細】

(1) 実施事業に係る引当金

引当金の名称
当期減少額

目的使用
期首残高 当期増加額

1,851,533

注：算定日において、退職給付会計導入に伴う変更時差異の未処理額を公益目的財産額から控除した場合につ
　　いては、当該未処理額は記載不要です。なお特に記載すべき内容がない場合は空欄のままにしてください。

(2) (1)以外の引当金のうち、算定日において計上していたもの

(3)「その他支出又は保全が義務付けられているもの」としたもの注

その他

その他

目的使用
番号 財産の名称 期首の価額

0

その他

1 退職給付引当金 1,840,702 10,831

番号 目的

0

番号 引当金の名称 期首残高 当期増加額 目的
当期減少額

期末残高

期末残高

当期増加額 目的

当期減少額

期末の価額

目的使用

0
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(1) 計画記載事項

事業の概要

①　当該事業に係る公益目的支出の見込額 18,344,500 円

(２)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業（継続事業）の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

事業番号 事業の内容

継 1

ペプチド・蛋白質等に関する学術研究を奨励援助することを目的とした研究費の助成、研究奨励金の交付を行う事
業

ペプチド、蛋白質の研究の発展に寄与することを目的として、当該分野の学術研究を奨励するため、研究機関に対する研究費の助
成、学会に対する助成ならびに研究奨励金による研究者への助成を行っている。
近時においては
１．大阪大学蛋白質研究所（国立大学共同利用・共同研究拠点）への助成
(1)研究費の助成
(2)セミナー・討論会（参加費無料）開催経費や外国人研究者の招へい費の助成
２．学会への助成
(1)日本蛋白質科学会への助成
(2)日本ペプチド学会への助成
３．国際会議開催の助成
(1)アジア太平洋分子生物学ネットワーク－アジア分子生物学研究機構 (A-IMBN: Asia-Pacific Molecular Biology Network, AMBO: 
Asian Molecular Biology Organization)研修会への助成
(2)日独ペプチド化学シンポジウムへの助成
(3)蛋白質構造データバンク(PDB, Protein Data Bank)が開催する会議への助成
４.若手研究者への研究奨励金の給付
(1)アミノ酸、ペプチド、蛋白質等に関する優れた研究に対する研究奨励金の給付
を行っている。今後とも、これらの研究助成ならびに研究奨励金の給付を継続実施する。研究奨励金の給付対象者の決定について
は、外部の有識者による選考委員会に付議し、その答申を基に行っている。
（事業をまとめる理由）
定款第４条の２、蛋白質・ペプチド等に関する基礎ならびに応用研究の助成、
４、蛋白質・ペプチド等に関する研究者の養成および技術者の再教育の助成
５、蛋白質・ペプチド等に関する講演会ならびに討論会の実施またはその助成
いずれも蛋白質・ペプチド等に関する研究への助成を目的としており、一つの事業としてまとめている。
この事業の原資は、財源なし。

②　当該事業に係る実施事業収入の額 0 円

③　（①－②）の額 16,498,019 円

②　当該事業に係る実施事業収入の見込額 0 円

(2) 当該事業年度の実施状況

事業の実施状況について

①　当該事業に係る公益目的支出の額 16,498,019 円

１．大阪大学蛋白質研究所（国立大学共同利用・共同研究拠点）への助成
(1)研究費の助成
(2)セミナー・討論会・国際会議開催（参加費無料）の開催経費や外国人研究者の招へい費の助成
前年度の4,327,539円から4,535,485円に増加した。セミナー・講演会の開催数は増加したが、ネットワーク型・ハイブリッド型のセミ
ナー開催が多かったため、セミナー開催助成費は微増にとどまった。
２．学会への助成
(1)一般社団法人日本蛋白質科学会への助成
(2)日本ペプチド学会への助成
学会助成額は、今年度は赤堀コンファレンス開催がなかったため減額となった。３件、1,500,000円であった。
３．若手研究者への研究奨励金の給付
(1)赤堀・鈴木奨学金の支給
３名に対して９６万円、４８万円、４８万円の給付をそれぞれ行った。総額1,920,000円となった。
(2)金子・成田研究奨励金の交付
５件の研究を採択し、１件あたり８０万円を給付を行った。給付の総額は４００万円となり、前年度と同額となった。
４．日本蛋白質構造データバンクへ (PDBj) の助成
日本蛋白質構造データバンク（PDBj）が主催するセミナー･講演会等の開催助成を行った。総額3,000,277円となった。

④　当該事業に係る損益計算書の費用の額 16,498,019 円

⑤　当該事業に係る損益計算書の収益の額 0 円
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円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

①及び②に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由注1

セミナー・講演会・国際会議開催助成については、昨年度に比べて開催数は増加したが、開催形式の変更などにより、助成額は微
増にとどまった。一方、研究費などの直接経費や人件費など間接経費に増となったものがあった。若手研究者への助成は、微増と
なった。今年度より、日本蛋白質構造データバンクが主催する講演会・セミナーの助成を開始した。今年度の助成額は約３００万円
となった。全体として、公益目的支出の見込額に比べ減となった。これらによる公益目的支出計画全体の実施に対する大きな影響
はない。

注1：この事業に係る公益目的支出の額等の変更が、公益目的支出計画全体の実施に影響を与えるか否かについても記載してください。

(3) 実施事業資産の状況等

10,070,534
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

資産の名称
時価評価資産の
算定日の時価

移行後に
取得した場合の

取得価額

前事業年度末日
の帳簿価額

イ 1 土地 6,001,826 0 10,070,534

番号注2 当該事業年度
末日の帳簿価額

使用の状況

建物 0 0 1,270,601 1,090,458
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

構築物 0 0 7,708 6,724
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

注2：算定日に有していた資産については、移行認可申請書（別表Ａ公益目的財産額の算定）に記載した資産の番号（イ1、ロ2・・a１・など）を記載し
てください。

【実施事業収入の額の算定について】
①「損益計算書の収益の額」に対応した②「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を記載してください。

損益計算書の科目
①損益計算書
  の収益の額

②実施事業
　収入の額

②の額の算定に当たっての考え方

13,104
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

ハ 1 電話加入権 360 0 13,104

その他 16,498,019 16,498,019 異なる費用項目がないため１と２は、同額である

事業収益 0 0

計 0 0

什器備品 0 43,904 42,669 35,339
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

注4：①と②が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を①及び②欄に記載してもかまいません。

計 16,498,019 16,498,019

注3：実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。

【公益目的支出の額の算定について】
①「損益計算書の費用の額」に対応した②「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を記載してください。

損益計算書の科目
①損益計算書
  の費用の額

②公益目的
　支出の額

②の額の算定に当たっての考え方 注4

注3
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事業の実施状況について

①　当該事業に係る公益目的支出の額 23,128,782 円

ペプチド、蛋白質関連の統合的なデータベースの構築をおこなった。
令和７年３月３１日現在のデータベース登録件数は以下の通りである。
　PRF/LITDB: 860,850件
　PRF/SEQDB: 1,392,774件
　PRF/SYNDB: 297,801件
　PRF/PEPDB: 11,456 件
当財団ホームページ（https://www.prf.or.jp）を通じてデータベースはインターネット検索が可能となっている。
今年度の利用頻度は約5,000件であった。また、データ導入後、ただちに利用可能となっている。
引き続き、研究機関へのデータの提供ならびにデータベースの一般公開をおこなっている。

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所　プロテオームリサーチプロジェクトとの共同研究を行っている。
「受託解析支援システム」構築

PRF/LitCloud サービスの改善を行うとともにサービス提供を継続している。

ペプチド・蛋白質関連文献２次情報誌（Peptide Information） は、CD-R・DVD-Rによる提供からインターネットによる公開として発行
を継続している。

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）の委託研究事業を継続している。
研究課題：「蛋白質構造データバンクのデータ駆動型研究基盤への拡張」

④　当該事業に係る損益計算書の費用の額 23,128,782 円

⑤　当該事業に係る損益計算書の収益の額 19,023,100 円

(２)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業（継続事業）の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

事業番号 事業の内容

継 2

ペプチド、蛋白質に関する情報収集とデータベースの提供による国内外の研究者に対する研究支援事業

(1) 計画記載事項

事業の概要

①　当該事業に係る公益目的支出の見込額 13,073,500 円

プロテオームやペプチドームの研究に関連してペプチドや蛋白質に関するデータベースは生物学、基礎医学、生
化学研究に必須のものとして広く求められ、その重要性を増してきている。当財団ではペプチドを主題としてフ
ァクトデータを含む種々の情報を網羅的に収集・整理し一元的にまとめて、各方面からの要求に応えられる統合
的なデータベースを構築し、ポストゲノム研究の時代に必要かつ重要な情報源の役割をはたすために、広く一般
にデータベースを公開している。
１．ペプチド、蛋白質関連の統合的なデータベースの構築をおこなう。
２．研究機関へのデータの提供ならびにデータベースの一般公開をおこなう。
財団ホームページ（http://www.prf.or.jp）を通じてデータベースはインターネット検索が可能となっている。
また、データ導入後、ただちに利用可能となっている。
当財団では、ペプチド、蛋白質およびデータベース構築に関する専門部員がデータベース構築を行っており、デ
ータ転記作業のみ外部に委託している。また、大阪大学蛋白質研究所、国立循環器病研究センター研究所等と密
接な連携をとりつつ、当該データベースの公開・利用を行っている。
今後とも、さらなる改善を加えつつ、データベースの構築ならびに公開を継続実施する。
この事業の原資は、研究等支援事業収入等の収益金をもって充てる。

②　当該事業に係る実施事業収入の額 19,023,100 円

③　（①－②）の額 4,105,682 円

①及び②に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由注1

当該事業による収入額については、雑誌等の販売数、およびデータベース使用料が減少した。一方、前年度に引き続き、JSTの委
託研究事業（研究課題：「蛋白質構造データバンクのデータ駆動型研究基盤への拡張」）を継続しているため、委託研究収入があっ
た。支出については、委託研究のための専任の研究員の雇用のため人件費の支出があった。全体として収入と支出の差額は計画
に比べて増となっている。これらによる公益目的支出計画全体の実施に対する大きな影響はない。

②　当該事業に係る実施事業収入の見込額 10,860,000 円

(2) 当該事業年度の実施状況
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円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

什器備品 0 0 1 106,017
記載通り引き続き当該事業で使
用

注4：①と②が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を①及び②欄に記載してもかまいません。

計 23,128,782 23,128,782

注3：実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。

【公益目的支出の額の算定について】
①「損益計算書の費用の額」に対応した②「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を記載してください。

損益計算書の科目
①損益計算書
  の費用の額

②公益目的
　支出の額

②の額の算定に当たっての考え方

その他 23,128,782 23,128,782 異なる費用項目はないため、１と２は同額である。

研究支援等事業収
益

19,023,100 19,023,100
継２におけるデータベースシステム使用料とJSTの委託研究費は、実施事業
に係る対価収入であるため実施事業収入とする。

計 19,023,100 19,023,100

注2：算定日に有していた資産については、移行認可申請書（別表Ａ公益目的財産額の算定）に記載した資産の番号（イ1、ロ2・・a１・など）を記載し
てください。

【実施事業収入の額の算定について】
①「損益計算書の収益の額」に対応した②「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を記載してください。

損益計算書の科目
①損益計算書
  の収益の額

②実施事業
　収入の額

②の額の算定に当たっての考え方

39,312
記載通り引き続き当該事業で使
用

ハ 1 電話加入権 1,080 0 39,312

建物 0 0 3,811,802 3,271,374
記載通り引き続き当該事業で使
用

構築物 0 0 23,124 20,172
記載通り引き続き当該事業で使
用

30,211,602
記載通り引き続き当該事業で使
用

資産の名称
時価評価資産の
算定日の時価

移行後に
取得した場合の

取得価額

前事業年度末日
の帳簿価額

イ 1 土地 18,005,478 0 30,211,602

番号注2 当該事業年度
末日の帳簿価額

使用の状況

注1：この事業に係る公益目的支出の額等の変更が、公益目的支出計画全体の実施に影響を与えるか否かについても記載してください。

(3) 実施事業資産の状況等

図書 0 0 0 1
記載通り引き続き当該事業で使
用

注4

注3
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